
 

 

 

日本マーケティング学会 オーラルフルペーパー 

1 

採⽤ブランディングの理論と実際の乖離に関する調査研究 
― 採⽤ブランディングの効果を最⼤化するために ― 

 

要約 

 採⽤活動に関わったことのあるビジネスパーソン 640 ⼈にインターネットにて採⽤ブラ

ンディングに関するアンケートを⾏った。採⽤ブランディングを実践している実践企業と

⾮実践企業に分け,クロス分析を⾏い,その後回帰分析を⾏った。実践企業での効果は「認知

度向上」（39.9%）,「ターゲティングの明確化」(53.5%),「採⽤フローの明確化（36.1%）」,

「競合との差別化」（36.5%）が⾒られ,これまで⾔われていた採⽤ブランディングの効果で

は実践企業で, 「応募者の質（21.9%）」,「内定承諾率が向上（19.4%）」,「採⽤予算の抑制

（14.6%）」,「競合他社ではなく⾃社への⼊社が増えた（9.0%）」であった。⼊社後の活躍

は採⽤時の理念共感と因果関係にあり（.643,P<.01）, 「採⽤ブランディングを正しく理解

している」（.438,P<.01）ことは採⽤ブランディングの実践に因果関係にあることがわかる。

採⽤ブランディングの実践企業は増え,満⾜できる効果も出ているが,もっと理論を知り,実

⾏すれば理論通りの⼤きな効果を享受することができると⾔える。 

 

キーワード 
採⽤ブランディング,理念浸透,インナーブランディング 

 

Ⅰ． はじめに（研究の背景） 
 昨今,採⽤ブランディングの重要性が叫ばれ,⾄るところで⽿にすることが増えた。⽇によ

って検索件数は異なるが,Google で「採⽤ブランディング」と検索すると,約 750 万件〜1000

万件を超える検索件数がヒットする。⼀⽅で採⽤活動はコロナ禍を経てより⼀層難易度が

上がっているように⾒える。全国求⼈情報協会の調査によれば,5 ⽉の求⼈広告件数は前年

同⽉⽐で 48%増え,同年 4 ⽉は前年同⽉⽐で 60%増加した。これは今年 6 ⽉ 25 ⽇付の⽇本

経済新聞でも記事として取り上げられている。さらに年々少⼦化は加速し,今年発表の厚⽣

労働省の⼈⼝動態統計によれば,2021 年の出⽣数は 81 万 1604 ⼈になり,2020 年よりも 2 万

9231 ⼈少ない。想定よりも早く少⼦化が進んでいるとの⾒⽅もあり,⼈⼝減少の流れに⻭⽌

めがかからない。ゆえに今後求⼈はますます激化が予想される。採⽤ブランディングは過

去の論⽂,書籍からざまざまな効果が指摘され,求⼈に悩むとくに中⼩企業には効果がある

とされるが,これだけ広がってきた採⽤ブランディングが,現状果たして実際に実⾏されて

いるのか,またその実⾏のされかたは理論とどのように異なるのか,研究によって解き明か

すとともに,採⽤ブランディングの効果を出すためにどのような実⾏を⾏えばよいのかを検
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証するのために研究と論⽂の着⼿に⾄った。 

 

Ⅱ． 先⾏研究の考察 
採⽤ブランディングの先⾏研究は少ない。「採⽤市場という限定された環境においてコン

セプトを中⼼に⼀貫性のある施策を⾏っていくこと」（深澤,2018）としている。またその効

果を「①即時性②明確性③ジャイアント・キリング④予算削減」（深澤,2018）としている。

①の即時性とは,市場に集中的に予算を投下できること,⾯接や説明会などの直接接点が多

いことが採⽤ブランディングの効果を⾼めていると指摘できる。また②明確性とは⺟集団

や応募者の質的な向上を指し,「質的な向上とはその企業にとって,理念に共感する⼈材が増

えることであると定義できる」（深澤,2020）。③は「採⽤ブランディングを⾏うと⾃社が魅

⼒的に伝わりやすくなるため知名度のある⼤⼿企業と競合関係になり,その有名企業を断っ

て⾃社に来ること」（深澤,2020）。④は「採⽤したい⼈の質と採⽤数が同じであれば,翌年か

ら予算を削減することが可能である」（深澤,2020）。 

また今⽇のブランド論を形作ったと⾔えるアーカー（2014）は「まずインナーブランデ

ィングから」と指摘し,「ブランドを演じることができる従業員を増やさなければならない」

と指摘する。これは「⼀貫性が勝利をもたらす」と指摘するアーカー（2014）がそれを⾏

う上で重要であるポイントを⽰唆したものだが,そうであるならば,採⽤時点で⾃社のブラ

ンドについて理解・共感している⼈を仲間にしようとする採⽤ブランディングはアーカー

の主張とも⼀致する。 

また「ブランド理念の浸透がワーク・エンゲージメント,職場の⼀体感,職務の遂⾏,創造性

の発揮,積極的な学習に正の相関関係がある」（⼩林・江⼝・安藤・TOMH研究会,2014）と

いう研究結果があることからも,これまで理念浸透などの研究は社内の施策や数値や質的な

変化が研究対象とされがちであったが,採⽤ブランディングについては理念浸透という点に

おいて延⻑線上にある研究とも捉えることができる。 

深澤（2020）は企業ブランドと商品・サービスブランドという 2 つしかなかったブラン

ド論に「採⽤ブランド」という概念を提唱し,採⽤からブランド構築を⾏うことで,企業や商

品・サービスへの好影響を⽰唆している。またインターブランドの「Best Japan Brands2019」

と就職⼈気企業ランキングを⽐較し, 「採⽤市場を企業ブランドに含めることは現実的では

なく,採⽤市場を独⾃の市場とみなし、そこにもブランドが存在することを加えることを無

視できない」（深澤,2020）と指摘している。さらに深澤（2020）の調査では,採⽤時の理念

共感と現在の理念共感（0.510,p<.01）,働きがい（0.170,p<.01）に重回帰分析により因果

関係があるとしている。つまり,採⽤ブランディングは採⽤市場だけの点の施策ではなく,企

業成⻑全体の視点で捉える必要があり,短期的な効果と⻑期的な効果が並列する施策である
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と指摘できる。 

 

Ⅲ． 調査分析⽅針 
1. 仮説と設問の検討 

 先⾏研究を踏まえ,表-1 の通り質問を整理した。前提として現在や過去に採⽤に関わった

ことがあるビジネスパーソンを調査対象としている。これは回答者⾃⾝の採⽤ブランディ

ングの理解や企業全体での採⽤ブランディングの実⾏に関して有効な回答を得るためであ

る。採⽤ブランディングは知っているし理解をしているつもりでも,企業で実際にどのよう

に展開しているかわからなければ,その間の関わりを分析することはできないからだ。調査

全体の仮説としては「採⽤ブランディングの歴史の浅さゆえ,正しく採⽤ブランディングを

認識し,実⾏できている企業は少ない」とした。その上でQ2〜Q6 は回答者⾃⾝の理念の理

解や共感を問い,Q7〜Q8 では⼊社した社員について,Q9 はコロナ禍の採⽤活動が採⽤ブラ

ンディングの実⾏の差によってどのように変化したのか,Q10は年間の採⽤予算,Q11〜Q12

は回答者⾃⾝の採⽤ブランディングの知識の有無,Q13以降は採⽤ブランディングの実践内

容や効果に関しての問いとなっている。 

 

表̶1 各設問とその意図 

 

 

2. 調査の⼿法・対象 
 調査は 2022 年 1 ⽉ 18 ⽇から 1週間,インターネット調査によって全国の採⽤に関わった

ことがあるあるいは現在採⽤活動に関わっているビジネスパーソンを対象に⾏った。Ⅲ-１

での設問（表−１）に加え,性別,年齢,在住の都道府県,職業,未婚か既婚か,⼦供の有無などパ

ーソナルな情報も同時に聞いている。 
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3. 調査結果の分析（クロス集計より） 
 まず採⽤ブランディングを実践していると回答した企業のビジネス・パーソン（実践企

業）と実践していないビジネスパーソン（⾮実践企業）を⽐較して分析した。 

表 2 は「Q4 あなた⾃⾝の会社の採⽤⽅法に満⾜していますか」という設問に関して,「満

⾜している」「どちらかというと満⾜している」に関して⽐較した。実践企業が 75.4%に対

して,⾮実践企業は 31.0%となり倍以上の差が開いた。採⽤ブランディングを⾏うことでか

なり満⾜度の⾼い採⽤ブランディングを⾏えることを⽰唆している。表−3 は「Q4 あなた

の会社で実施している（していた）採⽤⽅法を教えて下さい」という設問である。⼤きな

差が開いている（10ポイント前後）採⽤⽅法が（いずれも実践企業-⾮実践企業でのポイン

ト差）①⼈材紹介（22.2 ポイント差）②⼤学専⾨学校（11.4 ポイント差）③インターンシ

ップ（16.8 ポイント差）④ミートアップ（15.6 ポイント差）⑤ホームページの活⽤（10.1

ポイント差）⑥SNSの活⽤（17.2ポイント差）⑦リファラル採⽤（8.3ポイント差）である。

つまり実践企業の⽅がより積極的にあらゆる採⽤⽅法を活⽤してい姿が⾒られる。興味深

いのは①や②に関してであり,ターゲティングが明確化することにより（表-8）,よりピンポ

イントの施策をとることができるようになっている。また紙幅の関係で表を出すことがで

きなかったが,「Q9 あなたの会社ではコロナ禍での採⽤活動にてどのような変化がありま

したか」という設問に関して,実践企業は採⽤数が「増えた」「どちらかというと増えた」と

回答したのは 51.4%。⾮実践企業は 6.9%となり,⼤きな差が⾒える。つまりQ4 とQ9 で⾔

えることは,採⽤ブランディングを積極的に実践することで,継続的な企業の成⻑までも⾒

込めると考えられる。現段階では企業成⻑できているから,採⽤ブランディングを実践でき

ているとも捉えられるので,さらなる仮説検証が必要であろう。表−4 は「Q6 あなたの会社

は求職者に対して魅⼒を伝えられていると思いますか」という設問に関して実践企業では

「伝えられている」「どちらかというと伝えられている」で 79.1%。⾮実践企業では 30.7%

となった。倍以上のかなり⼤きな差として開いた。実践企業が魅⼒を伝えていくことに対

して採⽤ブランディングが⼤きな武器になっていることがわかる。表−5 は「Q7 ⼊社した

社員の活躍に関してどのように感じていますか」という設問に対して実践企業では「活躍

していると思う」「どちらかというと活躍していると思う」で 78.9%。⾮実践企業では 42.6%

となった。深澤（2021）の研究では,採⽤時の理念共感は,⼊社後の活躍⼈材につながりやす

いという指摘をしているが,まさに今回の調査でもその指摘を裏付ける結果となっている。

表−6 は「Q8 ⼊社した社員は理念共感して⼊社してきていると感じますか」という設問に

対して実践企業では「共感している」「どちらかというと共感している」で 81.6%。⾮実践

企業では 34.6%となった。採⽤ブランディングが理念共感を重視していることを考えると,

実践企業が採⽤ブランディングを本質を理解し,実践できていることが伺える。表−7 は
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「Q10 あなたの会社の平均的な採⽤予算（年間）を教えて下さい」では,実践企業で 400 万

円〜700 万円に集中し,⾮実践企業では 300 万円未満の回答が多かった。実践企業の⽅が採

⽤予算が⾼くなった。これは表−3 で⽰したように,実践企業は多くの施策を積極的に活⽤

していることがわかり,それらをふまえると⾮実践企業よりも予算は⾼くなる傾向にあるこ

とがわかる。表−8 は「Q16 あなたの会社では採⽤ブランディングを実践することでどの

ような効果を実感していますか」という設問に対して,実践企業の回答は「ターゲティング

の明確化」が⼀番多く 53.5%。その他,「認知度向上（39.9%）」,「採⽤フローの明確化（36.1%）」,

「競合との差別化（31.9%）」までがその他と⽐べて 10ポイント近くからそれ以上⾼い。前

述の通り,深澤（2020）が⽰した採⽤ブランディングの効果に即した結果は設問にもある通

り「応募者の質（21.9%）」,「内定承諾率が向上（19.4%）」,「採⽤予算の抑制（14.6%）」,

「競合他社ではなく⾃社への⼊社が増えた（9.0%）」であるが,全体として実践企業の 1-2

割程度となっている。それよりもその⼿前の結果に関して採⽤ブランディングを実践した

⼿応えを感じている様が伺える。 

また⼀⽅で⾮実践企業（n=352）では採⽤ブランディングを知らないと回答した⼈が

88.6%となっており,そもそも採⽤ブランディングを知らない⼈が多い。実践企業では採⽤

ブランディングを学び,理解することで,効果的にあらゆる採⽤⽅法を駆使し,結果を出して

いると⾔えよう。 

 

表̶2  

 

表̶3 
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表̶4 
 

 

表̶5 
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表̶8 

 

 

4. 調査結果の分析（回帰分析より） 
 次に回帰分析により,変数ごとの因果関係を調べてみる。まず表-9 であるが,理念共感での

⼊社が活躍⼈材につながるか,を調べてみると,βは.643,P<.01 にて因果関係があることが

わかった。これは深澤（2021）でも指摘されている通りの結果となり,結果を後押ししてい

る。採⽤ブランディングを実践することで⼊社した社員の活躍度合いが上がるということ

が今回も統計的に⽰された。深澤（2021）の研究では⾃⾝のビジネスパーソンとしての視

点であるが,今回は採⽤する側の視点という意味で⼊社時の理念共感と⼊社後の活躍が⽰さ

れ,今後採⽤や組織づくりへの応⽤や実践が積極的に展開されることを望みたい。表-10 は

採⽤ブランディングの実践と Q12 採⽤ブランディングを正しく理解しているかという設問

と,Q16 で⽰した採⽤ブランディングでの効果の実感に対して回帰分析を⾏った。「採⽤ブラ

ンディングを正しく理解している」（.438,P<.01）ことは採⽤ブランディングの実践に因果

関係にあることがわかる。しかしQ16 の回答群を詳細に⾒てみると,因果関係にあるものは

「説明会や⾯接参加者の増加」（.128,P<0.5）のみである。「認知度向上」（-.260,p<0.1）が

逆相関になり,直接的な因果関係になり得ていない。また他も特段,因果関係も⾒えない。つ

まりここで考えられるのは,①正しく採⽤ブランディングを理解できていない②採⽤ブラン

ディングを実践しているがその時点では結果がでていなかった。のどちらかの可能性が考

えられる。これは多くの採⽤サービス提供企業が採⽤ブランディングを標榜することで,情

報が錯綜していることも考えられるだろう。深澤（2020）の定義からすると,その効果はか

け離れているように⾒える。表-11 は採⽤ブランディングの実践と Q17 で回答された「採

⽤ブランディングの構築と実践⽅法として効果的であると思うもの」についての回帰分析

である。こちらも正の相関関係があるのは「採⽤コンセプトの明確化」（.128,P<0.1）と「ホ

ームページの制作」（.180,P<0.5）である。深澤（2020）で⽰されているような「強み・弱

みの整理」（-.175,P<0.1）,「採⽤基準の整理」（-.167,P<0.1）は逆相関に,「ターゲット⼈

材の明確化」,「採⽤フローの明確化」,「⾃社らしさの明確化」なども有意ではないが逆相

関になっている。 

これらが⽰唆するものはなにか。これまでに⽰された理論の側に⽴って⾔えば「採⽤ブ

ランディングを理解しているつもりで,実践もしている。しかし正しく実⾏し,正しい効果を

得ているとは⾔えない」ということである。そのような中でも,Ⅲ-3 で⽰されたクロス集計

でもわかるように,採⽤ブランディングを実践することで理念共感した⼈は⼊社し,活躍⼈
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材も⽣み出せていると感じている。これまで過去に⽰された採⽤ブランディングの効果に

今回の調査では「追いついていない」結果となった。しかしこれはこれまでの研究を否定

するものではなく,これまでの調査研究に基づいて設問設計し,分析したらこれまでの結果

に近くはあるけども,完全に⼀致するということではない,という意味だ。つまり,もっと正し

く知り,正しく実⾏できればより⼤きな成果を出すことができる可能性があると⾔えよう。 

 

表̶9 
 

 

 

 

 

 

 

表̶10 

 

 

表̶11 
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Ⅳ． 採⽤ブランディングの実践への⽰唆 
 分析の結果から⾔えるのは,短いながらもこれまで⽰されてきた採⽤ブランディングの理

論に近い結果は出ているものの,統計的に因果関係があるほど密接に採⽤ブランディングが

実践できているとは⾔えず,しかし実践企業では⼊社時の理念共感や活躍⼈材をはじめ⾼い

成果を上げていると⾔えるということだ。またクロス集計で⾒られた「認知度向上」（39.9%）,

「ターゲティングの明確化」(53.5%),「採⽤フローの明確化（36.1%）」,「競合との差別化」

（36.5%）などは⾔い換えれば実践企業の 30%以上はこれらどれかを享受できているとも

⾔える。もちろん本来の採⽤ブランディングの効果は前述の通り,「応募者の質（21.9%）」,

「内定承諾率が向上（19.4%）」,「採⽤予算の抑制（14.6%）」,「競合他社ではなく⾃社へ

の⼊社が増えた（9.0%）」であるから,こちらの効果を意識して採⽤ブランディングのプロ

セスを実践することで,効果がさらに上がるのではないだろうか。そのためには,まずは正し

くプロセスを理解し,効果のある⽅法を⾃社にアレンジして実践するということに限るので

はないだろうか。 

 

Ⅴ． 今後の研究の課題 
 採⽤ブランディングはまだまだ新しい分野ゆえ,これからの多⾓的な視点での試⾏錯誤が

望まれる。例えば,なぜこのような理論と実践の乖離が⽣まれるのか。などはこれからの研

究の命題になり得るだろう。「採⽤ブランディングの理論をそもそも知らない」,「採⽤ブラ

ンディングの理論は知っているが,それをそのまま実践しようとはしていない」など,仮説は

いくつか想像される。今回の分析を⾒ていると,いずれ理論に近づいていくような値を⽰し

ているが,多くの企業にとって採⽤は喫緊の課題である。研究によってその効果が出ること

が後押しとなるよう,深堀りを進めていきたい。 
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